
農業経営基盤強化準備金制度

経営所得安定対策等の交付金を活用して、計画的に農業経営の基盤強化（農用地、

農業用の建物・機械等の取得）を図る取組を支援します。

特例措置の内容

注）この特例の適用を受けようとする場合には、一定の方法で記帳※２し、青色申告により確定
申告（初年は税務署に事前に届出）をする必要があります。

注：積み立てた翌年（度）から５年を経過した準備金は、順次、総収入金額（益金）に算入され、課税対象となります。（H28年に積み立てた準備金は、R4年に５年を
経過し、R4年の所得の計算上、総収入金額に算入されます。）

４４年年目目

１ １
２

１１年年目目

： 積み立てた準備金

１
２
３

取取りり崩崩すす

５

交付金を準備金として積み立てた場合、この

積立額の範囲内で

① 個人は必要経費算入

② 法人は損金算入

（積立てない交付金は、課税対象）

準準備備金金のの積積立立てて

４

１
２
３

２２年年目目 ３３年年目目 ５５年年目目

交交付付金金をを準準備備金金ととししてて
積積みみ立立ててずずににそそののまままま用用いいるる

（例） ３年間積み立てて、４年目に農地等を取得した場合

○ 対象者の要件に「「人人・・農農地地ププラランンのの中中心心経経営営体体ででああるるこことと」」が追加されます。法人
の方は令和４年４月以降に開始する事業年度分の法人税、個人の方は令和５年分の所
得税から適用となります。ごご自自身身がが中中心心経経営営体体にに位位置置付付けけらられれてていいるるかか確確認認がが必必要要なな
場場合合やや、、中中心心経経営営体体にに関関すするるここととににつついいててはは、、市市町町村村ににおお問問いい合合わわせせくくだだささいい。。

○ 農業経営基盤強化準備金制度の適用を受けるためには、対対象象ととななるる金金額額ににつついいててのの
農農林林水水産産大大臣臣のの証証明明書書が必要です。
証明申請手続については、お気軽に地方農政局等にお問い合わせください。

準準備備金金のの対対象象ととななるる交交付付金金
以下の交付金の交付を受けた場合に準備金を積み立てることができます。

○経営所得安定対策の交付金（畑作物の直接支払交付金及び米・畑作物の収入減少影響緩和交付金）
○水田活用の直接支払交付金
※※ 新新市市場場開開拓拓にに向向けけたた水水田田リリノノベベーーシショョンン事事業業はは、、本本制制度度のの対対象象外外でですす。。

○

○

認定農業者・認定新規就農者が、経営所得安定対策等の交付金を農業経営改善計画な
どに従い、農業経営基盤強化準備金として積み立てた場合、この積立額を個人は必要経
費に、法人は損金に算入できます。
さらに、農業経営改善計画などに従い、積み立てた準備金を取り崩したり、受領し

た交付金をそのまま用いて、農用地、農業用の建物・機械等の固定資産を取得した場合、
 圧縮記帳 ※１できます。

※

※

１ 圧縮記帳とは、交付金により取得した農業用固定資産の帳簿価額を一定額まで減額し、その減額分を必要経費（損金）に算入することにより、
その年（事業年度）の課税事業所得（所得）を減額する方法です。

２ 一定の方法で記帳とは、複式簿記による記帳が原則ですが、個人の場合は、現金出納帳、売掛帳、買掛帳等を備え付けて簡易な記帳をするだ
けでも特例が受けられます。

農業用固定資産の取得

農用地、農業用の建物・機械等の取得に充てた、

以下の金額の合計額の範囲内で圧縮記帳

① 準備金取崩額

② その年に受領した交付金の額
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収入保険・農業共済等の概要

収入保険

全ての農産物を対象に、自然災害による収量減少や価格低下をはじめ、農業者の経営
努力では避けられない様々なリスクによる収入減少を補償します。

自然災害や病虫害、鳥獣害
などで収量が下がった

市場価格が下がった 災害で作付不能になった けがや病気で収穫が
できない

倉庫が浸水して
売り物にならない

取引先が倒産した 盗難や運搬中の事故
にあった

輸出したが為替変動
で大損した

【加入できる方】

青色申告を行っている農業者（個人・法人）

【対象収入】

農業者が自ら生産した農産物の販売収入全体

（１）補てんの仕組み

※ 保険期間開始前に加入申請を行います。

※ 加入申請時に、青色申告実績（簡易な方式を含む）が１年分あれば加入できます。

※ 収入保険と、農業共済、ナラシ対策、野菜価格安定制度などの類似制度は、どちらかを選択して加入します。

※ 簡易な加工品（精米、もちなど）は含まれます。

※ 一部の補助金（畑作物の直接支払交付金等の数量払）は含まれます。

※ 肉用牛、肉用子牛、肉豚、鶏卵は、マルキン等の対象なので除きます。

○

※

※

※

○

※

※

※

保険期間の収入が基準収入の９割（５年以上の青色申告実績がある場合の補償限

度額の上限）を下回った場合に、下回った額の９割を上限に補てんします。

基準収入は、農業者ごとの過去５年間の平均収入（５中５）を基本とし、規模拡大など保険期間の営農計画も
考慮して設定します。

「掛捨ての保険方式」に「掛捨てとならない積立方式」も組み合わせるかどうかは選択できます。補償限度額は
基準収入の９～５割の中から選択できます。

保険方式の支払率は９～５割、積立方式の支払率は９～１割の中から選択できます。

農業者は、保険料、積立金等を支払って加入します。（任意加入）

保険料は掛捨てになります。保険料率は、1.23％（50％の国庫補助後）で、自動車保険と同様に、保険金の受
取がない方は、保険料率が段階的に下がっていきます。

積立金には、75％の国庫補助があります。これは自分のお金であり、補てんに使われない限り、翌年に持ち越
されます。

税務申告上、保険料及び付加保険料（事務費）は、必要経費（個人）又は損金（法人）に計上します。積立金は、
預け金として取り扱います。
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保険期間の収収入入ががゼゼロロになったときは、

881100万万円円（（積積立立金金9900万万円円、、保保険険金金772200万万円円））のの補補ててんん

が受けられます。

（注） ５年以上の青色申告実績がある方の場合

100％
自自己己責責任任部部分分

保保険険方方式式でで補補ててんん

積積立立方方式式でで補補ててんん

基基準準収収入入

90％

80％

ここのの部部分分のの
補補ててんんはは、、
あありりまませせんん

収
入
減
少 7700％％

補補償償対対象象外外

基準収入の70%までの収入減少を補てん

（（補補償償のの下下限限））

保保険険期期間間のの
収収入入

（注） ５年以上の青色申告実績がある方の場合

100％

収
入
減
少

自自己己責責任任部部分分

保保険険方方式式でで
補補ててんん

積積立立方方式式でで補補ててんん

基基準準収収入入

支払率（９割を上限として選択）

90％

80％

保保険険期期間間
のの収収入入

収入がゼゼロロ
になっても
補補ててんん

基本のタイプ

保保険険方方式式（（掛掛捨捨てて））とと積積立立方方式式（（掛掛捨捨ててででははなないい））のの組組みみ合合わわせせががででききまますす。。

基基本本ののタタイイププでは、

例えば、基基準準収収入入11,,000000万万円円の場合、

保険方式の保保険険料料88..99万万円円、

積立方式の積積立立金金2222..55万万円円、

付付加加保保険険料料22..22万万円円で、

最最大大881100万万円円のの補補ててんんが受けられます。

※ 保険料には50％、積立金には75％、

付加保険料には50％の国庫補助があります。

積立金は補てんに使われなければ、翌年に持ち越します。

※ 保険料、積立金は分割払（最大９回）や

制度資金の活用ができます。

保保険険方方式式のの補補償償のの下下限限をを選選択択すするるここととでで、、保保険険料料をを安安くくすするるここととががででききまますす。。

※ 補補償償のの下下限限はは、、基基準準収収入入のの7700％％、、6600％％、、5500％％かからら選選択択できます。

基基準準収収入入のの7700％％をを補補償償のの下下限限とすると、

例えば、基基準準収収入入がが11,,000000万万円円の場合、

保保険険料料44..99万万円円（（基基本本ののタタイイププよよりり約約44割割安安いい））、

積積立立金金2222..55万万円円、

付付加加保保険険料料11..99万万円円で、

保険期間の収入が770000万万円円になったときは、

118800万万円円（（積積立立金金9900万万円円、、保保険険金金9900万万円円））のの補補ててんん

が受けられます。

ただし、770000万万円円をを下下回回っったた分分のの補補ててんんははああ

りりまませせんん。。

基準収入の70％を補償の下限
とした場合の補てん方式

①① 基基本本ののタタイイププ

②② 保保険険料料のの安安いいタタイイププももあありりまますす！！

（２）無無利利子子ののつつななぎぎ融融資資がが受受けけらられれまますす！！

収入保険の補てん金の支払は、保険期間の終了後になりますが、保険期間中であっても、

自然災害や価格低下等により、補てん金の受け取りが見込まれる場合、NOSAI全国連から、

無利子のつなぎ融資を受けることができます。
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＜加入・支払等手続のスケジュール＞

令和３年 令和４年 令和５年

１月～12月
（税の収入の算定期間）

12月末まで 確定申告後（３～６月）

保険料・
積立金・付加
保険料（事務
費）の納付

保険金・特約補てん金の
請求・支払

加入申請 保険期間

※ 保険期間が令和４年１月～12月の場合のイメージです。
※ 保険期間は税の収入の算定期間と同じです。法人の保険期間は、事業年度の１年間です。

事業年度の開始月によって、スケジュールが変わります。

※ 保険料・積立金は分割支払もできます。
（最終の納付期限は保険期間の８月末）

※ 保険期間中に災害等により資金が
必要な場合は、つなぎ融資（無利子）
を受けることができます。

収入保険について、補償内容、シミュレーション（試算）など詳しいことは、

最寄りの農農業業共共済済組組合合までお問い合わせください。

【【収収入入保保険険にに関関すするる地地域域のの相相談談窓窓口口一一覧覧】】
http://nosai-zenkokuren.or.jp/consultation.html （全国農業共済組合連合会ホームページ）

収入保険 ＮＯＳＡＩ 検索
※ 収入保険に関する詳しい情報は、全国農業共済
組合連合会（ＮＯＳＡＩ全国連）のホームページ
でご覧になれます。

現在、当分の間、初めて収入保険に加入される方は、最初の２年間に限り、収入保険

と野菜価格安定制度（野菜価格安定対策事業）を同時利用することができるようにしてい

ます。
※ 収入保険と野菜価格安定制度を同時利用される方には、収入保険の保険料等と野菜価格安定制度の生産者

の負担金の両方を支払っていただきます。

※ 収入保険の保険期間中に、野菜価格安定制度の補給金を受け取った場合、収入保険の補てん金の計算上、

その金額を控除します。

※ 継続加入者の方がインターネット申請と自動継続特約の両方を利用した場合、3,200円引

令和４年の収入保険から、共通申請サービスを通じてインターネット申請をした方や自動

継続特約で契約を更新した方は、付加保険料（事務費）が割引となります。

（３）インターネット申請と自動継続特約について

（４）野菜価格安定制度との同時利用について

インターネット申請

利用の場合
自動継続特約

利用の場合
新規加入者 4,500円割引

継続加入者2,200円割引
1,000円割引

継続加入者

38



経営所得安定対策等の対象作物について、自然災害リスクをカバーしたい方には、農作物
共済と畑作物共済があります。（このほか、果樹共済、家畜共済、園芸施設共済があります。）

【対象品目】

農作物共済 水稲、陸稲、麦

畑作物共済 ばれいしょ、大豆、てん菜、そば
このほか、小豆、いんげん、さとうきび、茶（一番茶）、スイート

コーン、たまねぎ、かぼちゃ、ホップ、蚕繭も対象に含みます。

【補償対象となる事故】

風水害、干害、冷害、雪害等の自然災害、火災、病虫害及び鳥獣害

【補償期間】

移植期（直播の場合は発芽期）から収穫期

農業共済について、詳しいことは、

下記ＵＲＬから、お近くの農農業業共共済済組組合合までお問い合わせください。

【【各各地地域域のの農農業業共共済済組組合合((NNOOSSAAII))連連絡絡先先一一覧覧】】
http://www.maff.go.jp/j/keiei/nogyohoken/contact.html（農林水産省ホームページ）

○ 水稲、陸稲及び麦において、一筆半損特約を付加した場合は、ほ場ごとに半損以上の損害があった
場合でも共済金が受け取れます。

水稲
（全相殺方式）

麦
（災害収入共済方式）

大豆
（全相殺方式）

農業者が支払う共済掛金
一筆半損特約を

付加した場合の掛金

585円
（595円）

1,866円
(1,893円）

1,457円

収穫量が50％減少した
場合に支払われる共済金

3. 8万円 2. 7万円 2. 0万円

収穫量が皆無になった
場合に支払われる共済金

8. 6万円 6. 2万円 4. 4万円

※掛金の原則50％（ばれいしょ、大豆、てん菜、そばは55％）を国が補助します。
上記「農業者が支払う共済掛金」は、国が補助した後の農業者の実負担額です。

〇〇 収収穫穫後後のの自自然然災災害害等等へへのの備備ええととししてて！！
令和元年度は台風・大雨による災害で、収穫後に倉庫に保管していた農産物が浸水し、大きな被害

が生じました。こうした被災に備えて以下のような保険に加入することが重要です。
収入を補償・・・収入保険（詳細は36～38ページを参照）
財産を補償・・・農業共済組合の保管中農産物補償共済、民間保険会社の事業者向けの火災保険等

農業共済

補償内容
○ 以下のメニューから、農業者が選択できます（品目ごとに選択できるメニューが異なります）。

試試算算例例（（1100aa当当たたりり））

○ 危険段階別共済掛金率により、共済金の受取額によって、共済掛金率は変わります。共済金の受取
りが少ない農業者の掛金は段階的に下がっていきます。

共済金支払条件 共済金の算定に用いる収穫量

全相殺方式 農業者ごとに、収穫量が９割（そばは８割）を下回った場合 ＪＡ等の出荷資料や
税務申告の帳簿による収穫量
（又は生産金額）

災害収入
共済方式

農業者ごとに、収穫量が減少した場合であって、
生産金額が９割を下回った場合

地域インデ
ックス方式

農業者ごとに、補償対象となる事故が発生した場合であって、
市町村ごとの統計データによる収穫量が９割を下回った場合

農林水産統計の収穫量

半相殺方式 農業者ごとに、収穫量が８割を下回った場合
損害評価員等の被害ほ場の現
地調査による収穫量
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農林水産省では、自然災害等のリスクに備えるためのチェックリストを作成しています。
チェックリストには「リスクマネジメント」と「事業継続」の２種類のシートがあり、「事業継続」の
項目ごとに必要な内容を記載すると、ご自身で簡易的な農業版ＢＣＰが作成できるようになっ
ています。

BBCCPP（（事事業業継継続続計計画画））とは、自然災害や感染症、大事故が発生した場合においても、中中核核ととななるる事事業業をを継継続続させた
り、可可能能なな限限りり短短時時間間でで事事業業をを復復旧旧させたりするための方法、手段などをああららかかじじめめ取取りり決決めめてておおくく計画のことです。
BCPは決して難しいものではなく、経験として既に備わっていることも少なくありません。それらを「「見見ええるる化化」」するこ

とで、自自然然災災害害へへのの備備ええとなるだけでなく、平平常常時時ににおおけけるる自自ららのの経経営営のの見見直直しし、改改善善にも繋がります。

チェックリスト、農業版ＢＣＰは、農農林林水水産産省省ホホーームムペペーージジに掲載しています。

【【農農林林水水産産省省 事事業業継継続続計計画画ＢＢＣＣＰＰ】】
https://www.maff.go.jp/j/keiei/maff_bcp.html（農林水産省ホームページ）

チェックリストの各チェック項目に、ご自身
の経営に合わせた具体的な内容を当ては
めていくと、BCPが作成されます。

BCPを上手く機能させるため、少なくとも
年年にに１１回回は見見直直ししを行い、備えが十分か
確認しましょう。

農業版ＢＣＰ 農水省 検索

自然災害等のリスクに備えるためのチェックリストと農業版ＢＣＰ

①① チチェェッッククリリスストトにによよるる確確認認

②② 農農業業版版ＢＢＣＣＰＰのの作作成成

③③ 定定期期的的・・継継続続的的なな見見直直しし

チェックをしてみましょう！

○ チチェェッッククリリスストト 「「リリススククママネネジジメメンントト」」

自自然然災災害害等等ののリリススククに対して、防災・減災
の観点から備えておくべき項目について
チェックします。

○ チチェェッッククリリスストト 「「事事業業継継続続」」

（項目の例）

被災後の事業継続の観点から、ヒト・モノ・
カネ・セーフティーネット等、事前に想定して
おくべき事項についてチェックします。

 収入保険の補償内容を理解するとともに
加入していますか？

 MAFFアプリをインストールし、災害対策等
の情報を活用していますか？

（項目の例）

※ チェックリスト及び農業版ＢＣＰの写真はイメージです。
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